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４２７５ 

2018年８月６日 

経済法令研究会 

 

『系統金融検査マニュアル別冊〔農林漁業者・中小企業融資編〕【平成26年４月】』 

補  遺 

 

本書発行後、2015 年２月３日、2016 年９月 30 日に「系統金融検査マニュアル別冊〔農林漁業者・中小企業

融資編〕」が一部改正されましたので、その内容を「補遺」として下記のとおりまとめました。 

 

記 

８頁 

◆「検証ポイント」の欄、４行目ただし書きを以下に差換え 

ただし、代表者等との一体性の解消等が図られている、あるいは、解消等を図ろうとしている企業の取扱いに

ついては、「経営者保証に関するガイドライン」を踏まえる必要があることにも留意する。 

 

◆「自己査定結果の正確性の検証」の欄、下から11行目 

 「特に、中小・零細企業等については」を「特に、農林漁業者、中小・零細企業等については」に変更 

 

10頁 

◆「検証ポイント」の欄、下から19行目 

 「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」を「中小企業等経営強化法」に変更 

 

61頁 

◆以下の「事例20」を挿入。なお、これに伴い61～70頁の「事例20～24」は「事例21～25」へと変更 

 

事例20 
〔検証ポイント〕 

正常運転資金を供給する場合の融資形態及び正常運転資金の範囲 

 

☑ １．概 況 

債務者は、当行メイン先（シェア 100％、与信額：平成 26 年３月決算期 900 百万円）。５年前まで

住宅建材の製造業者であったが売上不振により転業、現在は地元のホームセンターを中心に組立て式家具

の製造・卸をしている業者である。 

当行与信 900 百万円の内訳は、正常運転資金 500 百万円（「短期継続融資」・書替え継続中）と旧事

業に係る残債務 400百万円（長期融資・分割返済中）である。 

 

☑ ２．業 況 

転業後、債務者の製品は安定的な人気を得て、業況も安定していた。旧事業に係る債務 400百万円が

残っているため、返済負担が重く債務超過に陥っているものの、期間損益は小幅ながら黒字を確保してお

り、当行では転業後、正常運転資金 500 百万円（手形貸付：期間１年）に応需し、期日に書替えを繰り

返してきた。 

しかし昨年、アジア製の廉価品に押され、前期決算（平成 26 年３月決算期）では売上高が前々期比

40％減程度まで落ち込み、決算書上の数値から機械的に算出される正常運転資金（売上債権＋棚卸資産

－仕入債務）も 300百万円に減少している。 

当行では、平成 26 年７月の正常運転資金の書替えに当たり、売上減少に伴う減額書替えを検討したも

のの、債務者によれば、廉価品に比べた債務者の製品の質の良さが見直され、売上は回復しており、今期

は前々期並の売上を確保できる見通しであり、正常運転資金についても昨年と同額での書替えを希望して

いる。 
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〔解説〕 

 

１．「短期継続融資」は金融機関の目利き力発揮の一手法となり得る 

金融機関にとっては、債務者の業況等を踏まえた融資が行えるよう目利き力を発揮することが重要である。 

その手法は様々であるが、例えば、正常運転資金について、債務者のニーズを踏まえた上で、無担保・無保証の短期

融資（１年以内）で応需し、書替え時に債務者の業況や実態を適切に把握して、その継続の是非を判断することは、目

利き力発揮の一手法となり得る。（注1） 

一般的に、債務者の製品の質が劣化し、競争力を失った結果、売上高が大幅に減少しているならば、今後の業況回復

も危ぶまれると考えられる。 

しかしながら、本事例では、「短期継続融資」の書替えの可否を判断するに当たって、試算表、業績予想、資金繰り

表の検証や注文書による受注状況の確認及び製造・販売の現場の実地調査等により、債務者の業況や実態（今後の事業

の見通しを含む）をより詳細に把握することで、正常運転資金に対するよりきめ細かい融資対応が行われている（金融

機関による目利き力の発揮）。（注2） 

（注１）中小・零細企業の資金ニーズに適切に応えるための融資手法に関しては、各金融機関が創意工夫を発揮し、そ

れぞれの経営判断で柔軟に対応すべきものであり、その判断が尊重されることは、言うまでもない。 

（注2）債務者の業況や実態を把握するための資料徴求や実地調査については、本事例に記載した資料・調査等が一律

に求められるものではなく、債務者の規模や与信額に応じた対応となる。例えば、債務者が小規模で詳細な資料が

ない場合等においては、必ずしも本事例で例示した資料全てについて、確認が必要なわけではない。 

 

２．正常運転資金の範囲は債務者の業況や実態に合わせて柔軟に検討する必要がある 

債務者が正常な営業を行っていく上で恒常的に必要と認められる運転資金（正常運転資金）に対して、「短期継続融

資」で対応することは何ら問題なく、妥当な融資形態の一つであると認められる。 

正常運転資金は一般的に、卸・小売業、製造業の場合、「売上債権＋棚卸資産－仕入債務」であるとされている（金

融検査マニュアル・自己査定別表１）。本事例の場合、平成26年３月決算期の数値に基づいて算出される正常運転資金

の金額は、売上高が大幅に減少しているため、この算定式を機械的に適用すれば、大幅に減額することにもなり得る。 

しかしながら、平成 26 年３月決算期の数値は、過去の一時点の数値であり、現時点の正常運転資金の算出について

は、債務者の業況や実態の的確な把握と、それに基づく今後の見通しや、足元の企業活動に伴うキャッシュフローの実

態にも留意した検討が重要である。 

 

３．本事例の結論 

本事例では、前期決算の数値に基づく正常運転資金の金額は大幅に減少することになるものの、「短期継続融資」の

書替えの検討に当たり、前期決算以降の状況の変化を踏まえて、債務者の業況や実態を改めて確認した結果、売上高の

回復が見込まれること、足元のキャッシュフローにおいて従来程度の金額の正常運転資金が必要と認められることから、

500百万円で書替えを実行しても、正常運転資金の範囲内として貸出条件緩和債権には該当しないものと考えられる。 

 

 

以上 

当行は、債務者から提出を受けた直近の試算表や、今期の業績予想、資金繰り表、受注状況を示す注文

書を確認・検証するとともに、債務者の製造現場や倉庫の状況を調査し、製造ラインや原材料・製品在庫

の管理に問題がないこと及びホームセンターでの販売状況を調査し、債務者の製品に優位性が認められる

ことを確認している。その結果、当行は、債務者の今期の売上回復については確度が高く、前々期と同程

度の正常運転資金を必要としていると判断し、500百万円での書替えに応じることにした。 

 

☑ ３．自己査定 

当行では、債務者は引続き債務超過の状態で、旧事業の残債の返済負担が重いものの、継続して黒字を

維持していることから、債務者区分は引続き要注意先としている。 

正常運転資金 500 百万円については、前期決算書の数値から機械的に算出される正常運転資金額を大

幅に上回る金額での書替えとなったものの、債務者の実態や足元のキャッシュフローの状況に鑑みて、正

常運転資金の範囲内の書替えであり、貸出条件緩和債権には該当しないとしている。 


